
地域自立支援協議会について  

E概要】  

市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中  
核的役割を果たす協議の場として設置する。［交付税］  

E実施主体】  

市町村（①複数市町村による共同実施可②運営を指定相談支援事業者に委託郡  

E主な機能】・  

①地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議  

②困難事例への対応のあり方に関する協議、調整  
③地域の社会資源の開発、改善  

※都道府県においても、都道府県全体のシステムづくり等のため、自立支援協議会を設置。  
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相談支援事業の実施状況について  

1 市町村相談支援の実施状況  

①実施主体  市町村直営25％   委託58％  

（19年4月1日現在）   

直営＋委託17％  

②市町村相談支援実施強化事業 実施35％ 実施予定   

成年後見制度利用支援事業   実施28％ 実施予定1   

居住サポート事業  実施12％ 実施予定  

8％ 未実施57％  

1％ 未実施61％  

6％ 未実施82％  
伽■、＼  

2 都道府県自立支援協議会の設置箇所数  

45ケ所／47都道府県  

（20年5月20日現在）   

95．7％  

域自立支援協議会の設置箇所数  

904ケ所／1，821市町村 ＝  

（19年12月1日現在）   

49．6％  

4 指定相談支援事業者数  （19年4月1日現在）  

2，523事業者  

サービス利用計画作成真の支給決定者数  

1，429人  

（19年4月   



虐待防止法制の概観  

家庭内  
児童虐待防止法  
（平成12年11月施行）  

高齢者虐待防止法  
（平成18年4月施行）   

福祉施設等  
児童福祉法（改正案） ※  （障害者自立支援法）  

今国会提出中  

（注）障害者の虐待防止法については、現在、議員立法に向lナて検討が進められているところ。  
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堅害者基本法瀾和45年法律第84型」   

理 ヰ  第3条   

品  3何人も、障害者に対して、障事を理由として、差別することその他の権利利益を侵零する行為をしてはならない。   

第2条市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を有する。  

三障青春等に対する虐待の防止及びその早期発見のために関係機関と連絡調整を行うことその他障害者等の権利の擁護の   

ために必婁な援助を行うこと。  

町
村
の
責
務
 
 

童 第42条  

3指定事業者等は、障害者等の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、障害者等のため忠実に  
その職務を遂行しなければならない。  

第43条  

2指定障害者福祉サ閤ビス事業者は、厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に  
従い、指定障害福祉サービスを提供しなければならない。   

※当該基準において、①利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、童佳肴を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その職員に   
対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない、②サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は  i

ノ
 
 

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならない等としている。  
し憫，。，，肌り  

5
 
 

つ
ん
 
 
 

0高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律第124号）  
附 則  

第2条第2項高齢者以外の看であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするものに対する虐待の防止等のための制度に   

ついては、速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  



∈参考〕  
高齢者虐待防止法の概要  平成18年4月1日施行  

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」  

上Ⅷ鹿覿  

○ 嵩齢者虐待の定義の明確化  
0 国及び地方公共団体、国民の責務  

＼
－
茎
．
呈
i
巨
f
E
．
堅
 ノ
／
 
＼
、
 

萱聾者に対する  詮畳屋よ塁基皐姜虐待の防止  

市町村による相談、指導、助言  
0 養護者による高齢者虐待に係る通報（義務）  

○ 通報等を受けた場合に市町村がとるべき措置  

腰 蔓  

○養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る市町村への通報義務  

0 通報を受けた市町村から施設等を担当する都道府県への報告  

○虐待防止・高齢者保護のための老人福祉法・介護保険法による指導  

監督権限の適切な行使  

IV＿．モの他   
○ 国による調査研究   

0 第三者による財産上の不当取引による被害の防止   
0 国・地方公共団体による成年後見制度の利用促進   
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「高齢者虐待」の定義  

養護者による高齢者虐待  

1養護者が高齢者に行う次の行為   

①高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある  
暴行を加えること。   
②高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の   

放置、同居人による①、③、④と同様の行為の放置など  
養護を著しく怠ること。   
③高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応  

その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を  

行うこと。   
④高齢者にわいせつな行為をし、させること。  
2 養護者・親族が高齢者の財産を不当に処分するなど高齢  

者から不当に財産上の利益を得ること。   
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高齢者虐待防止法に基づく通報、対応等について  

ピ  家族等の葦議書による高齢者虐待  介護施設、居宅サー  

（法第21条  
「‾■‾‾‾‾‾▼▼ ‾■’‾‾■■－‾→‾－‾ゝ ！  

（法第21粂1項）   
ぞ法第7条）  

虐待発見者  

く法第9条）  ミ法第21条ヰ項；  
虐待発見者  

＝施設従事者  

2項・3項）  
特高齢者  被虐特高齢者  

：㍉  

……肋叫〔巨  

＝ニニニニ「＼                i  ＼  
被
虐
待
高
齢
者
・
養
護
者
 
 

∈法第9条）  

0安全確認、事実確認、  
対応協議  

○老人福祉法の措置等  

こ凝議義弘ホーム  

法第6条、第14条  
○相談、指導、助言等  

市
 
町
 
村
 
 

．、． l  

∈法第2ヰ粂）  

0虐待防止蓼高齢者保護  
一介注保険法の権限の行使   

【介護保険法コ   

雷報告徴収、立Å検査   

t勧告、措濃命令、指定取消等  

、叩 」＼  （法寮監三条ラ  

0通報等を受けた高齢者  

虐待事例を都道府県に  

報告  

権限節約億  
〝
．
．
．
．
■
．
1
■
旨
一
コ
。
t
．
≡
至
‘
－
 

′
ノ
 
 

重
介
護
施
設
・
従
事
者
等
 
 
 

■■卜■1■■－【‘‾ ▲‾‾‾■‾▼‥－， 、→ヽ  

’’【叫－’－【ヴュしV血ⅧⅧ脚  

「  

ミ法第24条、  

○虐繚防止・高齢者保護  

→老人福祉法†介護保険法の権限の行使   

g老人権敵法】  

・報告撤収、立Å検査。改善命令、率寒椿廃止命令、  
認可取消等  

【介護保険法3  

・報告徴収、立Å検査、勧告も描厳命令、指定取消等  

都
道
府
県
 
 

権限の行使  

（法第25粂）従事者による虐待の状況等の公表  
ノ  



与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム報告書  

（平成19年12月7日）  

（抜粋）  

Ⅲ 見直しの方向性  

5 サービス体系の在り方  

○ 障害者に対する虐待の際の対応の明確化を図るなど、障害   

者の虐待の防止等のための制度について検討。  
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．、  ．．＿∴l  

成年後見制度の概要  

＼  

0「成年後見制度」とは、認知症、知的障害、精神障害などの理由で判  
断能力の不十分な方々を保護し、支援する制度。  

0 成年後見制度には「法定後見制度」と「任意後見制度」があり、F法定  
後見制度」においては、家庭裁判所によって選ばれた成年後見人等（成  
年後見人・保佐人■補助人）が、本人の利益を考えながら、本人の保護・  

支援にあたる。  

民法13条1頓に定める行為※の一部  

※ 民法13条1頓に定める行為とは、①貸したお金を返してもらうこと、②お金を借り入れること、誰かの保証人になること、③不動産などの高価な財産を購入する  
こと、売却すること、④裁判を起こすこと、⑤贈与すること、⑥遺産の分割の話し合いや相続の放棄をすること、⑦贈与を断ること、疇潔の新築や増築をすること、  
（勤長期間にわたる賃貸借契約をすること。  

0 なお、身寄りがないなどの理由で、申立てをする人がいない方の保護  
を図るため、市町村長に法定後見（後見・保佐・補助）の開始の審判の   
申立権が与えられている。  し」軍，．川⊇   
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成年後見制度の利用実績について  

＜成年後見関係事件申立件数＞  ＜成年後見関係事件における本人の男女別ヰ齢別割合＞   

（男性）  

2（〕蛾葦席  

0・軍％  20尉℃  
80嵐以上  
15，7％  盲乗員間始  

煤覧開始  

；浦：ご；．て  
※65歳以上33．7％  

（女性）  

任藩後発  

監督人声任  

0  5劇¢  相調 15調  敗800  25劇¢  3M00  ユ5▲（伽   

湛＝ 蔓膵離脾削一組ぞれ当約の4月から翌年3月までに柏てのあった件数である。  

塙2）琴鳩18年招から琴減19年3月までの托喬後見契約締結の登記は紺5．610件  

であり，i寧日以降7卵までの覚組数累計は20．548経である。  

※65歳以上54．9％   

（注j 後絶間始，粍柱間拍．繊助弼始及手膵・意後見賢一腎メ、運針登i廿直認′吾∵｛い・・い  

ものを対象とした 

（出典）最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況」（平成18年4月から平成19年3月）  31   




